
※基準価額は信託報酬控除後の値です。

ファンド設定日：2019年11月29日

※税引前分配金再投資基準価額は、税引前分配金を再投資したものとして算出しています。
※基準価額及び税引前分配金再投資基準価額は、信託報酬控除後の値です。
※税引前分配金再投資基準価額は、本ファンドに分配金実績があった場合に、当該分配金（税引前）を再投資したものとして計算しています。
※当ファンドの設定日前日を10,000として指数化しています。

※期間収益率は、本ファンドに分配金実績があった場合に、当該分配金（税引前）を再投資したものとして計算しています。

※収益分配金は1万口当たりの金額です。
※分配金は過去の実績であり、将来の分配金の水準を示唆・保証するものではありません。

※比率は、純資産総額に対する割合です。
※現金等には未収・未払項目などが含まれる
※ため、マイナスとなる場合があります。

資産構成

追加型投信／海外／株式

ＳＢＩ米国小型成長株ファンド 月次レポート
販売用資料

2025年5月30日基準（愛称：グレート・スモール）

運用実績

基準価額 18,573円 前月末比 ＋795円

比率

外国株式

8.82億円純資産総額

99.4％

ＳＢＩ米国成長株・
マザーファンド 97.7％

現金等

ハイ・ウォーター・マーク 24,773円

期間収益率

設定来 １カ月 ３カ月 ６カ月
85.73％ 4.47％ -6.55％ -23.26％ -14.82％

決算日 2023/5/25 2023/11/27 2024/5/27

分配金 0円 0円 0円

収益分配金（税引前）推移

決算期 第7期 第8期 第9期

基準価額等の推移

比率

現金等 0.6％

2.3％

マザーファンド

ファンド

0円

2024/11/25 2025/5/26

第10期

３年 ５年
29.31％ 84.15％

１年

0円

第11期
設定来累計

0円

（円） （億円）
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※本ファンドの主要投資対象であるＳＢＩ米国成長株・マザーファンドは、ドリーハウス・キャピタル・マネジメントLLCに運用を再委託しています。

# 0

※比率は、マザーファンドの純資産総額に対する割合です。 ※比率は、マザーファンドの組入株式評価額合計に対する割合です。
※記載の比率は、四捨五入の関係で100％にならない場合があります。

※比率は、マザーファンドの純資産総額に対する割合です。
※事業紹介は本ファンドのご理解を深めていただくために作成したものであり、個別銘柄への投資を推奨するものではありません。
※上表に記載の内容は基準日現在のものであり、将来予告なく変更する場合があります。

1.68％

組入銘柄数 112銘柄

5

ナテラ（Natera, Inc.） 医薬品等 1.91％

カーチス ライト（Curtiss Wright Corporation） 資本財 1.72％
4

3
受胎前および出産前遺伝子検査サービスを提供。着床前遺伝子診断、異数性スクリーニング、転位、単一遺伝子検査サービスも提供。

様々な産業向けに技術サービスを提供する精密部品とシステムの設計、製造、整備会社。防衛市場にエンジニアリング製品、ソリューション、
サービスを提供し、要求の厳しい商用電力、プロセス、工業市場で重要な技術も提供する。

データ・情報管理ソフトウエア・アプリケーションを開発、販売するグローバルデータ管理会社。単一のプラットフォームと統一されたコードベースを
介してエンタープライズレベルのインテリジェントデータサービスを顧客に提供する。

コムボールト システムズ（Commvault Systems） ソフトウェア・サービス

2

1

組入上位銘柄
銘柄名（英語名称） 業種 比率

サイバーアーク ソフトウェア（Cyberark Software Ltd） ソフトウェア・サービス 2.42％

アクソン・エンタープライズ（Axon Enterprise, Inc.） 資本財 1.96％

セキュリティ会社。サイバー攻撃等から企業の重要な特権アカウントの管理などITセキュリティソリューションを提供する。

安全保障システムの開発・製造を行う会社。警察・軍隊等に向けて防衛用のソリューションを提供し、世界で事業を展開している。

運用資産の状況 （本ファンドは、ファミリーファンド方式で運用を行っているため、マザーファンドの運用状況を表示しています。）

業種別構成比率 時価総額別投資比率

ＳＢＩ米国小型成長株ファンド 月次レポート
販売用資料

（愛称：グレート・スモール） 2025年5月30日基準
追加型投信／海外／株式

資本財
22.2%

医薬品・バイオ
テクノロジー・ラ
イフサイエンス

16.8%

ソフトウェア・サービス
13.1%

消費者サービス
8.8%

エネルギー
5.4%

金融サービス
4.3%

素材
4.1%

保険
3.8%

半導体・半導体
製造装置

3.5%

一般消費財・サービ
ス流通・小売り

3.4%

その他
14.0%

現金等
0.6%

140億ドル超
7.6％

25億ドル～140億ドル
86.3％

25億ドル以下
6.1％

※最終ページの「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。 2



※下記のコメントは、本ファンドのマザーファンドにおいて実質的な運用を行っている、ドリーハウス・キャピタル・マネジメントLLCからのコメントをＳＢＩアセット
マネジメントにて和訳・編集したものです。
※コメント内に記載の企業は、ファンドのコンセプトをご理解いただくためのものであり、個別企業の推奨をする目的ではありません。

当月の市場動向及びファンドの運用状況

当月の市場動向

　
　ファンドはラッセル2000種グロース指数にアンダーパフォームしました。生活必需品およびヘルスケアセクターの保有銘柄が相対リターンを低下させた
一方、資本財および金融セクターの保有銘柄は相対リターンの最大のプラス要因となった。月末時点で、ヘルスケアと情報技術セクターをアンダーウェ
イト、一般消費財と資本財セクターをオーバーウェイトとしています。
　銘柄別では、当ファンドの相対リターンに最も貢献した銘柄は、カーチス・ライト・コーポレーションでした。同社は、航空宇宙および防衛市場向けにエ
ンジニアリング製品、ソリューション、サービスの提供、また要求水準の高い商用電力やプロセス産業、工業分野における技術提供に従事しています。
同社は、コンセンサス予想を上回る好調な2025年第1四半期決算を発表し、2025年度の売上高、EPSの見通しを上方修正しました。
　ファンドの相対リターンに最もマイナスに寄与した銘柄は、ヒムズ・アンド・ハーズ・ヘルスでした。同社は、テレヘルスプラットフォームと提携する医薬品調
剤・販売会社として、独自開発の医薬品、ブランド医薬品、調剤医薬品の販売に従事しています。ブランド医薬品のGLP-1が供給不足に直面する
中、同社は市場への供給を果たしています。同社は5月、第１四半期の業績が予想を上回る結果を発表し、長期的な売上高とEBITDAの見通し
を提示しました。また、GLP-1製剤の2大ブランドメーカーの一つであるノボ・ノルディスクとの販売提携を発表し、同社の販売チャネルが重要な役割を
果たす期待が高まった。同社はファンドの主要なベンチマークウェイトを占めており、5月のパフォーマンス低下要因となりました。

　関税に関するニュースは今後も市場変動と不確実性の要因となるでしょう。株式市場は米トランプ大統領による混乱した貿易政策に対しては、楽
観的な見方を継続しています。しかし、依然として、医薬品と半導体に対するセクター別関税の発表が見込まれており、鉄鋼やアルミニウムに対する
25％の関税を50％に倍増させるなどしています。
　ポジティブな側面として、法的な課題がありますし、経済動向や企業利益トレンドは堅調であり、インフレデータは好転傾向が続いています。また、市
場のテクニカルな状況は相対的に強気な状態を維持しています。

今後の見通しと運用方針

　
　5月の米国株式は、非常に強い結果となりました。S&P500は6.2%上昇、ナスダック総合指数は9.6%の上昇、ラッセル2000グロースは6.3%
上昇しました。3指数とも月次パフォーマンスが数年～数十年来の好成績となりました。この上昇は4月からの上昇トレンドの継続を示しています。
　4月2日のいわゆる「解放の日」が収束したことで経済的影響、景気後退シナリオのどちらも軽減されました。関税に関する懸念は、景況感、信頼感
指数等に影を落としているものの、現時点では、雇用関連データ、消費支出。企業支出等にはほとんど影響を与えておりません。

追加型投信／海外／株式

ファンドの運用状況

ＳＢＩ米国小型成長株ファンド 月次レポート
販売用資料

2025年5月30日基準（愛称：グレート・スモール）
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※小型株式等への投資は、「SBI米国成長株・マザーファンド」（以下、「マザーファンド」という場合があります。）受益証券を通じて行います。

流動性と時価総額によるスクリーニングを行い、利益、売上の成長率及び株価のモメンタム※等に着目し、原則として80～120銘柄程度に分散投資します。
※モメンタムとは、相場の勢い（強弱）や方向性を判断する指標の一つです。

マザーファンドの株式等の運用指図に関する権限をドリーハウス社に委託します。
運用の指図に関する権限の委託を受ける者、委託の内容、委託の有無等については、変更する場合があります。

1 主として、米国の金融商品取引所に上場（これに準ずるものを含みます。）している小型株式等に投資※を行います。

2

ファンドの特色

追加型投信／海外／株式

本ファンドは、米国の小型株式（預託証書（DR）を含みます。）を投資対象とし、信託財産の中長期的な成長をめざして運用を行います。

ファンドの目的

ボトムアップ・アプローチにより投資銘柄を厳選します。

ＳＢＩ米国小型成長株ファンド 月次レポート
販売用資料

ファンドの目的・特色

（愛称：グレート・スモール）

3 株式等の運用は、ドリーハウス・キャピタル・マネジメントLLC（ドリーハウス社）が行います。

4 実質組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行いません。

資金動向、市況動向の急激な変化が生じたとき等ならびに投資信託財産の規模によっては、上記の運用ができない場合があります。

投資リスク

基準価額の変動要因
本ファンドは、マザーファンド受益証券を通じて主に米国株式に投資を行います。株式等値動きのある有価証券に投資しますので、基準価額は変動
します。また、外貨建資産には為替リスクもあります。したがって、投資者の皆様の投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により、
損失を被り、投資元本を割込むことがあります。信託財産に生じた利益及び損失は、すべて投資者の皆様に帰属します。また、投資信託は預貯金
と異なります。本ファンドの基準価額の主な変動要因としては以下のものがあります。なお、基準価額の変動要因は以下に限定されるものではありま
せん。

主な変動要因

流動性リスク

株式を売却あるいは取得しようとする際に、市場に十分な需要や供給がない場合や取引規制等により十分な流動性の下
での取引を行えない、または取引が不可能となるリスクのことを流動性リスクといい、本ファンドはそのリスクを伴います。例え
ば、組み入れている株式の売却を十分な流動性の下で行えないときは、市場実勢から期待される価格で売却できない可
能性があります。この場合、基準価額の下落により損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。

株価変動リスク

一般に、株式の価格は個々の企業の活動や業績、国内外の経済・政治情勢、市場環境・需給等を反映して変動しま
す。本ファンドはその影響により株式の価格が変動した場合、基準価額は影響を受け損失を被ることがあります。特に投資
する小型株式等の価格変動は、株式市場全体の平均に比べて大きくなる傾向があり、基準価額にも大きな影響を与える
場合があります。

為替変動リスク
外貨建資産への投資については、為替変動による影響を受けます。本ファンドが保有する外貨建資産の価格が現地通貨
ベースで上昇する場合であっても、当該現地通貨が対円で下落（円高）する場合、円ベースでの評価額は下落すること
があります。為替の変動（円高）は、本ファンドの基準価額を下げる要因となります。

信用リスク 投資した株式について、発行者の経営・財務状況の変化及びそれらに関する外部評価の変化を含む信用状況等の悪化
は価格下落要因のひとつであり、これにより本ファンドの基準価額が影響を受け損失を被ることがあります。

※最終ページの「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。 4



委託会社では、ファンドのパフォーマンスの分析及び運用リスクの管理をリスク管理関連の各種委員会を設けて行っています。なお、デリバティブ取引に
ついては、社内規則に基づいて投資方針に則った運用が行われているかを日々モニタリングを行っています。流動性リスクの管理においては、委託会
社が規程を定め、ファンドの組入資産の流動性リスクのモニタリングなどを実施するとともに、緊急時対応策の策定・検証などを行います。取締役会等
は、流動性リスク管理の適切な実施の確保や流動性リスク管理態勢について、監督します。

ＳＢＩ米国小型成長株ファンド 月次レポート
販売用資料

投資リスク

• 本ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。
• 本ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資金を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市場において市場環境が急変した場合等
に、一時的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待される価格で取引できないリスク、取引量が限られてしまうリスクがあります。これによ
り、基準価額にマイナスの影響を及ぼす可能性や、換金の申込みの受付が中止となる可能性、換金代金のお支払いが遅延する可能性があります。
• 投資信託は預金や保険契約と異なり、預金保険機構、保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。
• 銀行など登録金融機関でご購入いただく投資信託は投資者保護基金の支払対象ではありません。
• 収益分配金の水準は、必ずしも計算期間における本ファンドの収益の水準を示すものではありません。収益分配は、計算期間に生じた収益を超
えて行われる場合があります。
• 投資者の購入価額によっては、収益分配金の一部または全部が、実質的な元本の一部払戻しに相当する場合があります。
• 収益分配金の支払いは、信託財産から行われます。したがって純資産総額の減少、基準価額の下落要因となります。
• 本ファンドは、ファミリーファンド方式で運用を行います。当該運用方式には運用の効率性等の利点がありますが、投資対象とするマザーファンドにお
いて、他のベビーファンドの資金変動等に伴う売買等が生じた場合などには、本ファンドの基準価額は影響を受けることがあります。

リスクの管理体制

その他の留意点

（愛称：グレート・スモール）
追加型投信／海外／株式

販売会社 ※最終頁をご参照ください。　（受益権の募集・販売の取扱い、及びこれらに付随する業務を行います。）

委託会社、その他関係法人

委託会社 ＳＢＩアセットマネジメント株式会社　 （信託財産の運用指図、投資信託説明書（目論見書）及び運用報告書の作成等を行います。）

　　金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第311号　加入協会/一般社団法人投資信託協会 　一般社団法人日本投資顧問業協会

受託会社 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　 （ファンド財産の保管・管理等を行います。）

※最終ページの「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。 5



申込締切時間 原則として、午後３時までとします。なお、受付時間を過ぎてからの申込みは翌営業日の受付分として取扱います。
※受付時間は販売会社によって異なることもありますのでご注意ください。

購入・換金申込
受付不可日

次のいずれかに該当する場合は、購入・換金のお申込みの受付を行いません。
ニューヨークの証券取引所の休業日、ニューヨークの商業銀行の休業日、委託会社の指定する日

購入代金 販売会社が定める期日までにお支払いください。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

換金単位 販売会社がそれぞれ定める単位とします。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

換金価額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額から信託財産留保額を差引いた価額となります。

換金代金 原則として、換金申込受付日から起算して5営業日目以降のお支払いとなります。

お申込みメモ

購入単位 販売会社がそれぞれ定める単位とします。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

購入価額 購入申込受付日の翌営業日の基準価額 （ファンドの基準価額は1万口当たりで表示しています。）

ＳＢＩ米国小型成長株ファンド 月次レポート
販売用資料

追加型投信／海外／株式
（愛称：グレート・スモール）

課税関係

課税上は株式投資信託として取り扱われます。
公募株式投資信託は税法上、一定の要件を満たした場合にNISA（少額投資非課税制度） の適用対象となります。
当ファンドは、NISAの「成長投資枠（特定非課税管理勘定）」の対象ですが、販売会社により取扱いが異なる場合が
あります。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。
配当控除、益金不算入制度の適用はありません。
※税制が改正された場合には、変更となる場合があります。税金の取扱いの詳細については、税務専門家にご確認されることをお勧め
します。

換金制限 ファンドの資金管理を円滑に行うため、大口解約には制限を設ける場合があります。

購入・換金
申込受付の中止

及び取消し

金融商品取引所等における取引の停止、外国為替取引の停止、決済機能の停止、その他やむを得ない事情があるとき
は、購入・換金（解約）の申込の受付を中止すること及び既に受付けた購入・換金（解約）の申込の受付を取消す場
合があります。

信託期間 無期限（設定日：2019年11月29日（金））

繰上償還

次の場合等には、信託期間を繰り上げて償還となる場合があります。
・ 受益権の口数が10億口を下回ることとなった場合
・ ファンドを償還させることが受益者のために有利であると認めるとき
・ やむを得ない事情が発生したとき

決算日 年2回（5月と11月の各25日。休業日の場合は翌営業日）

収益分配 年2回決算を行い、収益分配方針に基づいて分配を行います。
※販売会社によっては、分配金の再投資コースを設けています。詳しくは販売会社までお問い合わせください。

※最終ページの「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。 6



信託報酬は、①基本報酬と②実績報酬の総額とします。
なお、信託報酬は毎計算期末または信託終了のときファンドから支払われます。

①基本報酬

②実績報酬

※投資者の皆様にご負担いただく手数料等の合計額については、ファンドを保有される期間等に応じて異なりますので、表示することができません。

追加型投信／海外／株式

ＳＢＩ米国小型成長株ファンド 月次レポート
販売用資料

（愛称：グレート・スモール）

ファンドの費用

投資者が直接的に負担する費用

信託財産留保額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額に0.3％を乗じた額をご換金時にご負担いただきます。

購入価額に3.3％（税抜:3.0％）を上限として販売会社が独自に定める手数料率を乗じた額とします。
詳細は販売会社にお問い合わせください。購入時手数料

投資者が信託財産で間接的に負担する費用

ファンドの監査費用、有価証券等の売買委託手数料、先物取引やオプション取引等に要する費用、保管費用等本ファン
ドの投資に関する費用、信託財産に関する租税、信託事務の処理等に要する諸費用、開示書類等の作成費用等（有
価証券届出書、目論見書、有価証券報告書、運用報告書等の作成・印刷費用等）が信託財産から差引かれます。
＊これらの費用は、監査費用を除き運用状況などにより変動するものであり、事前に料率、上限額などを示すことができません。

その他の費用
及び手数料

運用管理費用
（信託報酬）

ファンドの日々の純資産総額に年1.5675％（税抜：年1.425％）を乗じて得た額が毎日計上され、基準価額に
反映されます。
信託報酬＝運用期間中の基準価額×信託報酬率

実績報酬控除前の基準価額がハイ・ウォーター・マークを上回った場合、その超過額の11％（税抜10％）が実績報
酬となります。
実績報酬はファンドの運用実績に応じて委託会社（運用指図権限の委託先を含みます。）が受領します。

◆ハイ・ウォーター・マークについて◆
ハイ・ウォーター・マークとは、川などに設置してある目盛が付いた水位標（最高水位線）のことで、ハイ・ウォーター・
マーク方式による実績報酬は、一定時点毎の基準価額が過去の一定時点における最高値を更新した場合に、そ
の更新した額に対して一定の計算式で実績報酬を受領する仕組みをいいます。
毎計算期間末において、当該日の基準価額が、その時点のハイ・ウォーター・マークを上回った場合は、翌営業日
以降のハイ・ウォーター・マークは、当該基準価額に変更されます。ただし、ハイ・ウォーター・マークが変更されない場
合においても、決算時に収益分配が行われた場合には、ハイ・ウォーター・マークは収益分配金を控除した価額に調
整されるものとします。
なお、設定日から第１計算期間末までのハイ・ウォーター・マークは、10,000円（１万口当たり）とします。

＜実績報酬にかかる留意事項＞
● 日々算出・公表される基準価額は、実績報酬控除後の価額です。したがって、換金される際に、換金時の
● 基準価額からさらに実績報酬が差し引かれるものではありません。
● 実績報酬は、毎計算期末にファンドから支払われますが、この場合も実績報酬は既に費用計上されている
● ため、さらに実績報酬が差し引かれるものではありません。

※最終ページの「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。 7



■販売会社では、受益権の募集・販売の取扱い、及びこれらに付随する業務を行います。
※1 株式会社ＳＢＩ証券は上記協会のほか、日本商品先物取引協会および一般社団法人日本暗号資産等取引業協会にも加入しております。
※2マネックス証券株式会は上記協会のほか、一般社団法人日本暗号資産等取引業協会にも加入しております。
※3株式会社SBIネオトレード証券は上記協会のほか、日本商品先物取引協会にも加入しております。

  

マネックス証券株式会社※2

一般社団法人
日本STO協会

○

金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第165号

PayPay銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長
（登金）第624号

日本証券業
協会

一般社団法人
金融先物取引業

協会

一般社団法人
日本投資顧問業

協会

一般社団法人
第二種金融商品

取引業協会

○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○

ＳＢＩ米国小型成長株ファンド 月次レポート
販売用資料

追加型投信／海外／株式
（愛称：グレート・スモール）

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第195号

株式会社ＳＢＩ証券※ 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第44号

販売会社一覧

金融商品取引業者名 登録番号
加入協会

株式会社イオン銀行(委託金融商品取引
業者 マネックス証券株式会社) 登録金融機関 関東財務局長

（登金）第633号 ○

○ ○ ○ ○ ○

香川証券株式会社 金融商品取引業者 四国財務局長
（金商）第3号

松井証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第164号

三菱UFJ eスマート証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第61号

株式会社SBIネオトレード証券※3 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第8号

株式会社ＳＢＩ新生銀行(委託金融商
品取引業者 株式会社ＳＢＩ証券) 登録金融機関 関東財務局長

（登金）第10号

三田証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第175号

リーディング証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第78号

株式会社ＳＢＩ新生銀行(委託金融商品
取引業者 マネックス証券株式会社) 登録金融機関 関東財務局長

（登金）第10号

本資料のご留意点

○本資料は、ＳＢＩアセットマネジメントが作成した販売用資料で、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。○本資料は、ＳＢＩア
セットマネジメント株式会社が信頼できると判断したデータに基づき作成されておりますが、その正確性、完全性について保証するものではありません。
また、将来予告なく変更されることがあります。○本資料中のグラフ、数値等は過去のものであり、将来の傾向、数値等を予測するものではありませ
ん。○投資信託は値動きのある証券に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本保証はありません。○投資信託の運用による損益
はすべて受益者の皆様に帰属します。○当ファンドをお申込みの際には、必ず投資信託説明書（交付目論見書）の内容をご確認の上、お客様ご
自身でご判断ください。

○ ○ ○ ○ ○

○

○

○ ○

○

○ ○

○ ○

○ ○
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